
愛 知 県 の 融 資 制 度　（２０２２年４月１日現在）

☆このほか、大規模災害時等においては、小規模企業等振興資金 災害復旧資金、経済環境適応資金　サポート資金【大規模危機対応】など、災害等により損失を受けた中小企業者向けの融資も実施します。＜中小企業金融課のＷｅｂページhttps://www.pref.aichi.jp/soshiki/kinyu/yushi.htmlもご覧ください。＞

通常資金 小口資金
【責任共有制度対象外】

再生
【一部責任共有制度対象外】

事業承継

融資対象者

従業員数が５０人（商業・サー
ビス業は３０人）以下の会社、
個人、企業組合、医療法人、Ｎ
ＰＯ法人

従業員数が２０人（商業・サー
ビス業は５人）以下の会社、個
人、企業組合、医療法人
（注：宿泊業及び娯楽業は２０人）

中小企業者
(株)商工組合中央金庫（以下、
「商工中金」の融資対象資格があ
る組合

経営サポート会議等の支援を受け
て作成された事業再生計画に従っ
て事業再生を行い、金融機関に対
して計画の実行及び進捗の報告を
行う中小企業者(国の全国統一制
度である「事業再生計画実施関連
保証
（経営改善サポート保証）」の対
象)

(1) 事業承継前に、事業承継計画を策定し、計画の実行に取り組む中小
企業者
(2) 事業承継後に、事業承継を契機とした経営状況等の変化に対応する
ため、事業計画を策定し、計画の実行に取り組む中小企業者
(3) 中小企業経営承継円滑化法に基づく認定を受けた中小企業者、その
代表者又は事業を営んでいない個人
(4) 融資対象（1）～（3）のいずれかに該当し、愛知県事業承継ネット
ワークの構成機関等の支援を受けた者
(5) 事業承継の段階における資金調達にあたり、経営者を含めて保証人
を不要とする取扱いを希望する者のうち、別に定める申込人資格要件に
該当する者(国の全国統一制度である「事業承継特別保証」の対象)

認定等（相談先） ― ― 県信用保証協会、再生支援協議会等 (3)(4)県中小企業金融課、(5)の一部:経営者保証コーディネーター

資金使途・
融資限度額

設備資金・運転資金
5,000万円

設備資金・運転資金
2,000万円

（申込額を含め保証協会保証付き融資
　残高が2,000万円以内であること）

設備資金・運転資金
２億円

運転資金
３億円

（転貸の場合は１組合3,000万円）

設備資金・運転資金
２億8,000万円

設備資金・運転資金
２億8,000万円

　融資期間・利率
※個別に定めている資
金以外は、融資期間１
年を除き、１年以内の
据置可能。

　３年　年１.３％
　５年　年１.４％
　７年　年１.５％
　10年　年１.６％（設備のみ）

　３年　年１.１％
　５年　年１.２％
　７年　年１.３％
　10年　年１.４％（設備のみ）

　１年　年１.３％以内（運転のみ）
　３年　年１.４％
　５年　年１.５％
　７年　年１.６％
　10年　年１.７％（設備のみ）

１年　商工中金所定

10年　年１.５％
13年　年１.６％
15年　年１.７％

（据置期間：１年以内※）
※感染症対応型の場合、５年以内

　　　　　    　　  ３年　年１.２（１.０）％以内
　　　　　　   　   ５年　年１.３（１.１）％以内
　　　　　　　　　　７年　年１.４（１.２）％以内
　　　　　　　　　　10年　年１.５（１.３）％以内（設備のみ）
　　　　　　　 ( 融資対象者(4)又は(5)の場合は（）内の利率 )

担保・保証人 保証協会所定 商工中金所定 保証協会所定 保証協会所定又は金融機関所定（融資対象者(5)の場合は保証人不要）

信用保証 要 ― 要 選択（融資対象者(5)の場合は要）

制　度　名

―

保証協会所定

要

経済環境適応資金

再生・事業承継支援資金一般事業資金 中小企業組織強化資金
小規模企業等振興資金

セーフティネット
【一部責任共有制度対象外※】

経営あんしん 経済対策特別
（2023年3月31日まで）

条件変更改善 短期
経営改善等支援

【一部責任共有制度対象外】
（2023年3月31日まで）

協調推進枠

(株)日本政策金融公庫との協調融資

融資対象者

認定等（相談先） 各市町村商工担当課 取扱金融機関等 取扱金融機関
金融機関又は

認定経営革新等支援機関
取扱金融機関

各市町村商工担当課
又は取扱金融機関

資金使途・
融資限度額

設備資金・運転資金
8,000万円

運転資金
8,000万円

設備資金・運転資金
１億円

設備資金・運転資金
２億8,000万円

運転資金
3,000万円

設備資金・運転資金
6,000万円

　融資期間・利率
※個別に定めている資
金以外は、融資期間１
年を除き、１年以内の
据置可能。

 ３年　年１.２（１.１）％
 ５年　年１.３（１.２）％
 ７年　年１.４（１.３）％
 10年　年１.５（１.４）％
（融資対象者のうち第１号、
　第２号、第３号、第４号、
　第６号の認定を受けた
　場合は（）内の利率）

３年　年１.２％
５年　年１.３％
７年　年１.４％

３年　年１．２％
５年　年１．３％
７年　年１．４％
10年　年１．５％

10年　年１．５％
13年　年１．６％
15年　年１．７％

（据置期間:借換資金
　以外の事業資金を

　 　含む場合は2年以内）

１年

金融機関所定

３年　年１．１％以内
５年　年１．２％以内
７年　年１．３％以内
10年　年１．４％以内

（据置期間：５年以内）

担保・保証人
保証協会所定

又は金融機関所定
保証協会所定

信用保証 選択 要

制　度　名

経済環境適応資金（パワーアップ資金は、別紙をご覧ください）

サポート資金 創業等支援資金
【責任共有制度対象外】

次のいずれかに該当する創業者又は創業者である中小企業者
① 事業を営んでいない個人が、１か月(６か月※)以内に個人で又は２か月(６か月
※)以内に会社を設立し、事業を開始すること
　※認定特定創業支援等事業の支援を受けた場合
② 中小企業者である会社が新たに会社を設立すること
③ 事業を営んでいない個人が、個人又は会社で事業を開始後５年を経過していない
こと
④ 会社が設立した中小企業者である会社であって、設立後５年を経過していないこ
と
⑤ 再チャレンジを図るために、再挑戦支援保証を利用する者
⑥ 融資対象①～⑤のいずれかに該当し、県の行うスタートアップ支援事業による支
援を受けた者
■　他にクラウドファンディング活用促進枠（連携融資）有り

全国的に業況が悪化している
業種を営み売上げが減少して
いる企業など、中小企業信用
保険法第２条第５項第１号か
ら第８号までの認定を受けた
特定中小企業者

※第１号、第２号、第３号、
  第４号、第６号の認定を
　受けた場合
【責任共有制度対象外】

(1) 最近３か月間の月平均売
上高（建設業にあっては、完
成工事高。以下同じ。）が、
前年同期、２年前同期又は３
年前同期の月平均売上高に比
べて３％以上減少している中
小企業者
（2023年3月31日まで）

(2) 県認定倒産事業者に対し
て売掛金等の債権が50万円以
上ある中小企業者又は県認定
倒産事業者との取引額が全取
引額の20％以上の中小企業者

最近３か月間の月平均売上高
総利益額（粗利益）が前年同
期又は２年前同期の月平均売
上高総利益額に比べて３％以
上減少している中小企業者

(注)
売上高総利益額
＝売上高 ― 売上原価

返済条件の緩和を行っている
既存の信用保証付き融資を借
り換え、金融機関及び認定経
営革新等支援機関の支援を受
けつつ、自ら事業計画の策定
並びに計画の実行及び進捗の
報告を行う中小企業者
(国の全国統一制度である
「条件変更改善型借換保証」
の対象)

一時的な資金を必要とする中
小企業者
（法人については、流動比率
又は当座比率が100％以下で
あること）

新型コロナウイルス感染症の
影響により売上高等が15％以
上減少し、金融機関の継続的
な伴走支援を受けながら経営
改善等に取り組む中小企業者
(国の全国統一制度である
「伴走支援型特別保証」の対
象)

⑥の場合：県スタートアップ推進課

設備資金・運転資金
3,500万円

　　　　　　　　　　　　３年　年０．８（０．５）％
　　　　　　　　　　　　５年　年０．９（０．６）％
　　　　　　　　　　　　７年　年１．０（０．７）％
　　　　　　　　　　　　10年　年１．１（０．８）％（設備のみ）
　　　　　　　　　　　　（融資対象者⑥の場合は（）内の利率）

（据置期間:設備資金の3年は1年以内、5年、7年は2年以内、10年は3年以内、運転資金は1年以内）

要 要

保証協会所定 保証協会所定


